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第二 令和５年度税制改正の具体的内容
四 消費課税
１ 適格請求書等保存方式に係る見直し
（国 税）
（4）適格請求書発行事業者登録制度について、次の見直しを行う。

① 免税事業者が適格請求書発行事業者の登録申請書を提出し、課税期間の初日から登録を受け
ようとする場合には、当該課税期間の初日から起算して15日前の日（現行：当該課税期間の
初日の前日から起算して１月前の日）までに登録申請書を提出しなければならないこととする。
この場合において、当該課税期間の初日後に登録がされたときは、同日に登録を受けたものと
みなす。

② 適格請求書発行事業者が登録の取消しを求める届出書を提出し、その提出があった課税期間
の翌課税期間の初日から登録を取り消そうとする場合には、当該翌課税期間の初日から起算し
て15日前の日（現行：その提出があった課税期間の末日から起算して30日前の日の前日）ま
でに届出書を提出しなければならないこととする。

③ 適格請求書発行事業者の登録等に関する経過措置の適用により、令和５年10月１日後に適
格請求書発行事業者の登録を受けようとする免税事業者は、その登録申請書に、提出する日か
ら15日を経過する日以後の日を登録希望日として記載するものとする。この場合において、
当該登録希望日後に登録がされたときは、当該登録希望日に登録を受けたものとみなす。

（注）上記の改正の趣旨等を踏まえ、令和５年10月１日から適格請求書発行事業者の登録を受け
ようとする事業者が、その申請期限後に提出する登録申請書に記載する困難な事情については、
運用上、記載がなくとも改めて求めないものとする。

登録手続
の見直し

登録申請
の柔軟化

令和５年度税制改正大綱（第二）（抄）



（現行）
⃝ インボイス制度が開始される令和５年１０月１日から登録を受けるためには、原則として令和５年３月末までに
申請書を提出しなければならないが、４月以降であっても申請書に３月末までの申請が「困難な事情」を記載する
ことで、１０月１日に登録したものとみなす措置が設けられている。

（柔軟な対応）
⃝ 事業者の準備状況にバラつきがあることや、今般、支援措置が追加されたことも踏まえ、あえて申請書に「困難な事
情」の記載を求めることはせず、４月以降の登録申請を可能とする対応を行うこととする。

登録申請手続の柔軟化

令和５年10月1日に登録を受けようとする事業者は、原則と
して令和５年3月31日までに申請しなければならない

令和３年10月１日 令和５年３月31日 令和５年10月１日

登録
申請書 申請書に「３月までの申請が困難な事情」を記載

することで、10月１日の登録を確約

登録
申請書

+
困難な事情

登録
申請書

+
困難な事情

申請書に「困難な事情」の記載は求めないこととする。



【見直し案】
○免税事業者が適格請求書発⾏事業者の登録を申請する場合において、課税期間の初⽇から登録を受ける場合、当該課税期間の初
⽇から起算して15⽇前の⽇まで（現⾏１ヶ⽉前まで）に申請書を提出しなければならないこととする。
※登録を取消す場合の届出書の提出期限についても、同様の見直しを行う。

○令和５年10月１日から令和11年９月30日の属する課税期間において、令和５年10月１日後に登録を受けようとする免税事業
者は、申請書に登録希望日（提出日から15日以後の日）を記載するものとする。

○また、実際に登録が完了した日が、課税期間の初日後又は登録希望日後であっても、課税期間の初日又は登録希望日に登録を受
けたものとみなすこととする。

① 課税期間の初日から登録を受けようとする場合（例︓３月決算法人）

適格請求書等保存方式に係る登録手続の見直し（案）

② 経過措置により課税期間の途中（登録希望日）から登録を受けようとする場合

インボイス制度施行
R５.10.1

免税事業者

登録希望日（提出日から
15日以後の日）を記載

申請書提出日
R６.１.17

登録希望日
R６.２.１

適格請求書発行事業者

インボイス制度施行
R５.10.1 R６.３.17R６.２.28

現行の提出期限
（１ヶ月前）

見直し後の提出期限
（15日前）

申請書提出

課税期間の初日
R６.４.１

申請書提出

課税期間の初日後に登録が完了した場合、
課税期間の初日に登録を受けたものとみなす。

登録

適格請求書発行事業者

登録

希望日後に登録が完了した場合、
希望日に登録を受けたものとみなす。

申請書提出




